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「（３）特定商取引法の規制のあり方」（権利売買）について 

 

・原則として全ての事業者と消費者間の有償取引を特商法の規制下におく③案

は、抜本的な改正となり実務への影響が大きいことを懸念する。 

 

・政令改正による指定権利の追加を行うとする①案については、事業者・消費

者双方の予測可能性の観点から、①で対応できるならば対応すべきだが、規

制が後追いになるという指摘についても理解できる。 

 

・そのため、基本的には、指定権利制を廃止し、原則として全ての権利の販売

を適用対象とするという②案の方向性についても更に検討すべきと考える。

但し、仮に②案とする場合、権利の外延について、実務に混乱が生じないよ

う、条文・逐条解説等で分かりやすく規定・解説すべきである。また、適用

除外については、他の業法により規制されているものは全て適用除外になる

ことにするとともに、通常の事業者の意見・事業活動の実態を踏まえ、必要

に応じて、適用除外の規定を整備・拡充することが重要である。 
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